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５年度園児動向   各月初日在籍児 年間延べ１９６名（月平均 16.3 名） 

           （乳児４０名、１歳児７２名、２歳児８４名） 

           定員充足率 85.9％ 

           年間平均登園率 全体 72.2％ 

                  （平日 77.6％、土曜日 46.4％） 

           年間病気欠席率 全体 5.56％ 

                  （平日 5.57％、土曜日 5.56％） 

 

基本方針について 

           施設の健全な運営を図るため、保育目標・保育計画を柱とし        

て全職員が協力し、園児一人一人の発達に応じた援助、規律

ある生活ができるよう、充分な配慮を行った。 

 

 

重点事業について 

           保育所保育指針に沿った保育、季節の行事、園外保育などを

行った。 

           保育指導計画（年間指導計画）の評価・反省２回（９・２月）

実施、月案、個人指導計画の評価・反省毎月実施 

           子育て支援 園開放事業 ４０回  ９組参加 

          （あかしあ拠点事業）ほっと・マミィ 新規登録１１組 

                            １７組 １６回利用 

 

 

園児の処遇について 

           クラス毎の指導計画（年間・月案・週日案）に基づき指導し

た。また、健康管理には身体発育曲線を作成するなど充分留

意し、楽しい園生活ができるよう努めた。 

           離乳食開始と各段階（初期・中期・後期）に合わせて、離乳

食展示を行うとともに、個別の懇談を実施することで健康発

達につながるよう努めた。 

           ※健康診断   内科検診（くさのこどもクリニック） 

                      ４月１２日・１０月２５日 

                   歯科検診（西野歯科医院）           

                      ７月１３日 

           ※身体発育曲線配布 年４回、ほけんだよりに併せて配布 



非常災害について 

           施設の特殊性を考慮し、実地訓練に重点を置き、園児の 

安全を確保した。 

           ※避難訓練  毎月１回 ：自主避難訓練、模擬消火訓練 

                  ５月１９日：総合訓練（避難、通報、消火） 

                  ９月２０日：総合訓練（避難、通報、消火） 

指導者の学習について 

           毎月１回の職員会議及びケース検討会議の実施 

           園児一人ひとりの発達段階についての話合いを実施 

           各種研修会への参加 法人合同研修（事故防止） 

                        園内研修 

（救命救急、不適切保育） 

                     園外研修１７回（オンライン４回） 

（乳児保育、虐待対応、特別支援保育他） 

             研修報告会の実施  研修帰着後随時 

資金計画について 

           給付費、市補助金、拠点区分繰入金収入等により執行した。 

     収入比率（資金収支計算書） 

            総額 47,539,546 円 

             給付費収入  93.9(％) 公費負担 92.1％利用者負担 7.9％ 

             補助金等収入 4.6(％) 

             拠点区分収入  0.6(％) 

             その他     0.9(％) 人件費取崩 0％ 

     支出比率（資金収支計算書） 

            総額 47,499,665 円 

             人件費支出  79.5(％) 

             事業費支出   6.3(％) 

             事務費支出  10.9(％) 

             その他      3.3(％) 

 

中期事業計画進捗について 

① 施設・設備関係 
・園内の消毒、衛生管理の徹底 
・保育室環境の整備、遊具教材の充実 

            ② 園児処遇関係 
・安全計画の見直し、業務継続計画の改訂 
・ほっと・マミィ（あかしあ拠点事業）17 名利用 

            ③ 職員処遇関係 
             ・働き方改革の推進 
             ・キャリアアップ研修対象者の研修受講促進 


